
別紙２

実
行
予
算

補
助
金

そ
の
他

自
治
事
務

法
定
受
託
事
務

 国庫
その他
特定
財源

 一般 Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ
拡
充

継
続

整
理
統
合

縮
減

休
止

廃
止

終
期
の
見
直
し

完
了

そ
の
他

見直し額

国土利用計画推進事業（土地対策全国連絡協議会負担金） ○ S49 39 1 ○ 10 0 0 10 ○ ○ 0

土地取引規制対策事業 ○ S49 39 1 ○ 143 0 0 143 ○ ○ ○ ○ 0

地価調査事業 ○ S50 38 1 ○ 16,326 0 0 16,326 ○ ○ △ 1,087

土地管理費（過年度未登記処理促進委託事業） ○ H14 11 1 ○ 14,872 0 0 14,872 ○ ○ ○ △ 981

土地管理費（全収連負担金、福井県用対連負担金） ○ S27 61 2 ○ 150 0 0 150 ○ ○ ○ ○ △ 7

雪対策・建設技術研究所管理費 ○ H7 18 3 ○ 684 0 0 684 ○ ○ ○ ○ 0

建設技術研究費 ○ S63 25 3 ○ 4,310 0 30 4,280 ○ ○ ○ ○ 0

雪対策技術研究費 ○ H元 24 5 ○ 17,850 0 17,850 0 ○ ○ ○ ○ 0

職員研修費（国土交通大学校研修経費、土木学会関西支部負担金） ○ ○ H7 18 2 ○ 428 0 0 428 ○ ○ 0

土木総務諸費（土木工事設計積算システム運用管理業務委託) ○ H14 11 1 ○ 9,699 0 1,204 8,495 ○ 0

建設業指導監督費（入札監視委員会） ○ H13 12 1 ○ 346 0 0 346 ○ ○ ○ 0

建設業指導監督費（建設業許可・経営事項審査） ○ S63 25 2 ○ 4,891 0 104,107 △ 99,216 ○ ○ ○ 0

建設業指導監督費（CALS/EC整備事業) ○ H13 12 1 ○ 117,713 0 28,609 89,104 ○ ○ ○ △ 8,407

建設業指導監督費（総合評価技術委員会運営費） ○ H19 6 1 ○ 557 0 0 557 ○ ○ 0

建設業指導監督費（土木建設工事現場監督業務委託） ○ H20 5 1 ○ 23,800 0 0 23,800 ○ ○ 0

15 14 0 2 26 15 0 211,779 0 151,800 59,979 6 4 1 2 1 1 1 3 2 3 3 0 0 0 1 0 0 11 0 4 0 0 0 0 0 △ 10,482

 評 価 に 基 づ く 今 後 の 対 応同一
カルテ
内に
含ま
れる
事業
数

 財源内訳

福井新々元気宣言
における位置付け

成果指標2結果分類活動指標1結果分類 活動指標2結果分類 成果指標1結果分類

平成
２４年度
予算額

一般会計

事            業           名
事業
開始
年度

経過
年数

事業区分 事務区分

平成24年度事務事業評価結果(課・室)総括表

（単位：千円）土木管理課

会計区分

課・室名



別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) 土地利用促進 Ｔ

1 □ ■ S49 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ ― 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 39 年 □

 ２０年度  ２１年度  ２２年度  ２３年度

13 10 10 10

13 10 10 10

13 10 10 10

1回 1回 1回 1回

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

成果

事業効果

の推移

予　算　額　（単位：千円）

区　　　　　　分 平成24年度予算額

指標

所属の

方　針

財源内訳

[事業の評価]

一　般　財　源 10

国　　　　　庫

その他特定財源

平成21年度から土地対策全国連絡協議会への負担金減額（13千円→10千円）10

目標値、指標の積算根拠等

企業会計
会計区分

事務区分
事業終了
予定年度

部（庁）

実行予算

補 助 金

国土利用計画推進事業（土地対策全国連絡協議会負担金） 含まれる事業数事      業      名

活動

区　　　　　　分

　土地対策に関する情報交換

２４年度

そ の 他 法定受託事務その他

国　庫

県　単
事　業
開　始
年　度

経過年数

平　成　２４　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ

福井新々元気宣言における

 位 置 付 け

自 治 事 務

所　　属

事 業
区 分

土木 土木管理

一般会計
特別会計

廃　　止

□

□

縮　　減

休　　止

見　直　し　額

□

□

*目標数値を設定することが困難なため、特記事項に記載

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

■

整理統合

継　　続

　国土利用計画の適切な管理を行い、望ましい土地利用の方向を示す。
□ □

［活動指標、成果指標に対する評価］

評価に基

づく今後

の 対 応

指標

計 画 の 達 成 状 況

成果指標・・・土地対策に関する情報交換等を実施

拡　　充

千　円

完　　了□

□
　適正かつ合理的な土地利用を推進するうえで必要であり、引き続き事業を実施する。

終期の見直し

そ の 他

平均伸び率

〕　　　＝　　　〔

事業開始後の見直し状況

 〕　／　整備目標

特　記　事　項

10

10

△ 5.8%
結果分類

0.0%

△ 5.8%

△ 7.7%

Ⅱ

[予算額および指標の推移等]

当 初 予 算 額 の 推 移

1回東海北陸ブロック会議開催数

決 算 額 の 推 移

[事業目的]

　・土地対策に関する事例研究、情報交換
　・東海・北陸ブロック協議会の開催

［事業内容］

（単位：千円）

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

－１－



別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) 土地利用促進 Ｔ

1 □ ■ S49 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ ― 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 39 年 □

 ２０年度  ２１年度  ２２年度  ２３年度

682 682 143 143

682 682 143 143

682 538 85 99

42件 26件 56件 24件

0回 0回 1回 1回

80.8 83.9 65.1 55.8

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

完　　了

そ の 他廃　　止

千　円

整理統合

評価に基

づく今後

の 対 応

□

□ □

継　　続 □ 休　　止 □

一　般　財　源 143

[事業の評価]

特　記　事　項

拡　　充

143

その他特定財源

・平成１０年９月～事後届出制
・平成１９年度から土地取引審査等および遊休土地である旨の通知等に関する
事務を一部移譲（福井市、小浜市）

□

事業開始後の見直し状況

　適切な土地取引規制が行われている。
終期の見直し

■

□ 縮　　減

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

　適切な土地取引規制を行うために必要であり、引き続き事業を実施する。随時市町に対し、事
務移譲を実施していく。

見　直　し　額

□

〕　　　＝　　　〔計 画 の 達 成 状 況  〕　／　整備目標

財源内訳

国　　　　　庫

指標

予　算　額　（単位：千円）

区　　　　　　分 平成24年度予算額

Ⅲ

目標数値を設定することが困難なため、特記事項に記載

Ⅱ

当 初 予 算 額 の 推 移 143

△ 0.4% 届出件数/（届出件数+無届件数）*100の推移 成果 届出率 73.3

目標数値を設定することが困難なため、特記事項に記載 Ⅰ

事業効果 指標 土地利用審査会開催回数 1回 0.0%

活動

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

土地取引届出件数 33件 14.4%

決 算 額 の 推 移

　国土利用計画法に基づき、適切な土地取引規制を行う。

結果分類

△ 29.6%

△ 19.8%

143 △ 19.8%

区　　　　　　分 ２４年度 平均伸び率

目標値、指標の積算根拠等

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

事　業
開　始
年　度

事業終了
予定年度

そ の 他

事務区分

自 治 事 務

補 助 金 経過年数

・土地利用審査会の開催　（土地取引の届出に対して知事が勧告を行う場合に意見を聴取する。）
・土地取引実態統計システムによる分析

法定受託事務

[事業目的]

所　　属 土木

土地取引規制対策事業

［事業内容］

実行予算

福井新々元気宣言における

 位 置 付 け その他

県　単

事      業      名 含まれる事業数
事 業
区 分

国　庫

平　成　２４　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

部（庁） 土木管理

－２－



別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) 土地利用促進 Ｔ

1 □ ■ S50 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ ― 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 38 年 □

 ２０年度  ２１年度  ２２年度  ２３年度

16,849 16,849 16,849 16,390

16,849 16,849 16,849 16,326

16,849 16,849 16,806 16,326

230 230 230 230

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

完　　了

そ の 他廃　　止

千　円

整理統合

評価に基

づく今後

の 対 応

□

□ □

継　　続 □ 休　　止 □

一　般　財　源 16,326

[事業の評価]

特　記　事　項

拡　　充

16,326

その他特定財源

平成23年度から地価調査委員会運営費を廃止

□

事業開始後の見直し状況

　一般の土地取引価格や公共用地取得価格の基準としての役割を果たしている。
終期の見直し

□

■ 縮　　減

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

　適正な地価水準を明らかにするために必要であり、引き続き事業を実施する。
　なお、委託単価については、地価公示単価に準じて平成25年度から見直すこととする。

見　直　し　額 △ 1,087

□

〕　　　＝　　　〔計 画 の 達 成 状 況  〕　／　整備目標

財源内訳

国　　　　　庫

指標

予　算　額　（単位：千円）

区　　　　　　分 平成24年度予算額

当 初 予 算 額 の 推 移 16,326

目標数値を設定することが困難なため、特記事項に記載の推移 成果

Ⅱ

事業効果 指標

活動

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

地価調査地点数 230 0.0%

決 算 額 の 推 移

　地価の適正な水準を明らかにすることにより、一般の土地取引価格や公共用地取得価格の基準としての役割を果たす。

結果分類

△ 1.0%

△ 0.8%

16,326 △ 0.8%

区　　　　　　分 ２４年度 平均伸び率

目標値、指標の積算根拠等

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

事　業
開　始
年　度

事業終了
予定年度

そ の 他

事務区分

自 治 事 務

補 助 金 経過年数

・基準地　　　２３０地点
・基準日　　　７月１日
・作業方法　　(社)福井県不動産鑑定士協会に委託

法定受託事務

[事業目的]

所　　属 土木

地価調査事業

［事業内容］

実行予算

福井新々元気宣言における

 位 置 付 け その他

県　単

事      業      名 含まれる事業数
事 業
区 分

国　庫

平　成　２４　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

部（庁） 土木管理

－３－



別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) 管理用地 Ｇ

1 □ ■ H14 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ 25 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 11 年 □

 ２０年度  ２１年度  ２２年度  ２３年度

19,000 19,000 18,360 16,524

19,000 19,000 18,360 16,524

18,774 17,630 17,191 13,894

47 25 13 29

4,539 4,661 4,203 4,113

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

　現年度の登記に関し、翌年度に繰り越さないように努めるとともに、引き続き過年度の未登記
の処理を計画的に進めていく。
　なお、本事業で委託するのは、職員での対応が特に困難なものに限定し、平成25年度から見直
すこととする。

□□

終期の見直し

□ 完　　了

そ の 他

見　直　し　額 △ 981 千　円

整理統合 廃　　止

　未登記の登記事務を専門機関に委託することにより、計画的かつ迅速な処理が行える。

□ 継　　続 □ 休　　止

拡　　充 ■ 縮　　減 □

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

評価に基

づく今後

の 対 応

□

□

一　般　財　源 14,872

[事業の評価]

財源内訳

国　　　　　庫

その他特定財源

計 画 の 達 成 状 況

予　算　額　（単位：千円） 14,872

区　　　　　　分 平成24年度予算額 事業開始後の見直し状況 特　記　事　項

 〕　／　整備目標

△ 3.1% 職員による未登記処理の増減分を含む Ⅱ

〕　　　＝　　　〔

の推移 成果 年度末未登記数

事業効果 指標

指標

結果分類

区　　　　　　分 ２４年度

活動 過年度未登記処理数

法定受託事務

経過年数

そ の 他

事　業
開　始
年　度

事務区分補 助 金
事業終了
予定年度

Ⅳ

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移 14,872 △ 5.8%

決 算 額 の 推 移 △ 9.3%

△ 9.4%

平均伸び率

目標値、指標の積算根拠等
当 初 予 算 額 の 推 移 14,872 △ 5.8%

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

［事業内容］

　公共事業により取得した土地で、未登記のものについて、社団法人福井県公共嘱託登記土地家屋調査士協会等に委託して、未登記土地の整理・解消を図る。

実行予算

　公共事業用地の取得に当たり、地図混乱地域等、やむを得ない理由により未処理となっている用地について、登記事務を専門機関に委託して計画的に処理することにより、未登記の解消を図り、もっ
て用地の効率的な取得および適正な管理に資する。

自 治 事 務

県　単

[事業目的]

事      業      名 土地管理費（過年度未登記処理促進委託事業） 含まれる事業数
事 業
区 分

その他

国　庫

福井新々元気宣言における

 位 置 付 け

所　　属

平　成　２４　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

土木 部（庁） 土木管理

－４－



別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) 管理用地 Ｇ

2 □ □ S27 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ - 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ ■ 61 年 □

 ２０年度  ２１年度  ２２年度  ２３年度

378 358 298 274

378 298 298 274

378 298 293 274

14 11 10 11

12 10 10 9

39 23 38 39

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

活動

事業効果

の推移

　地権者の権利意識が高揚･多様化しており用地事務が複雑化している中、各協議会に継続して参
加することで補償等に関する情報や資料等の提供を受け、公共事業における補償業務を適正且つ
公正に行っていく。
　なお、協議会の経費を精査することで平成25年度から負担金額を見直すこととする。

［活動指標、成果指標に対する評価］

国　　　　　庫

その他特定財源

一　般　財　源

指標

指標

区　　　　　　分

9

26

研修会等の開催数

補償関係資料配布件数成果

平成24年度予算額

協議会会議の開催数

□

■拡　　充
　裁判･補償の事例など、本件での裁決等を行うに際して有効な情報、資料等を得ることができ
る。

評価に基

づく今後

の 対 応

見　直　し　額 △ 7

休　　止

整理統合

結果分類

I22 19.9%

目標値、指標の積算根拠等

土木管理

一般会計

部（庁）

区　　　　　　分 平均伸び率２４年度

[予算額および指標の推移等]

事業終了
予定年度

県　単
事　業
開　始
年　度

Ⅳ

Ⅲ

平　成　２４　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ

福井新々元気宣言における

 位 置 付 け

自 治 事 務

所　　属

事 業
区 分

土木

△ 6.7%

△ 1.6%

〕　　　＝　　　〔

特　記　事　項

□□

福井県用地対策連絡協議会の負担金減額（H21～　205千円→185千円）、（H23
～　185千円→166千円）（H24～　→149千円）
平成21年度から近畿地区用地対策連絡協議会の負担金廃止（60千円→0円）
平成24年度から全国収用委員会連絡協議会の負担金廃止（108千円→0円）

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

計 画 の 達 成 状 況

所属の

方　針

予　算　額　（単位：千円） 150

150

終期の見直し

[事業の評価]

財源内訳

□

 〕　／　整備目標

事業開始後の見直し状況

□ 縮　　減

千　円

□

□

そ の 他廃　　止

継　　続 完　　了

□

特別会計
企業会計

会計区分

国　庫

事務区分

[事業目的]

土地管理費（全収連負担金、福井県用対連負担金） 含まれる事業数 実行予算

補 助 金

そ の 他

（単位：千円）

法定受託事務

・補償実例等の資料収集及び各収用委員会への資料配布
・収用制度、用地補償等に関する研究会等の開催
・損失補償基準の運用の調整および用地補償に関する調査研究
・公共用地取得計画の調整
・収用委員会の職務および用地事務に関し功労のあるものの表彰

［事業内容］

・収用委員会相互および関係行政機関との間の情報収集･交換
・福井県内における公共用地取得に関する会員相互の連絡調整及び損失補償に関する調査研究

事      業      名

経過年数

その他

決 算 額 の 推 移

△ 18.8%

△ 18.6%

△ 9.8%

150

150

当 初 予 算 額 の 推 移

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

－５－



別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) 技術管理 Ｇ

3 □ ■ H7 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ ― 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 18 年 □

 ２０年度  ２１年度  ２２年度  ２３年度

787 737 737 684

737 737 687 684

737 717 669 560

2 2 2 2

3 1 1 1

3 3 3 3

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

完　　了

そ の 他廃　　止

千　円

整理統合

評価に基

づく今後

の 対 応

□

□ □

継　　続 □ 休　　止 □

一　般　財　源 684

[事業の評価]

特　記　事　項

拡　　充

684

その他特定財源

平成20年度から雪センターへの負担金減額（500千円→450千円）
平成22年度から雪センターへの負担金減額（450千円→400千円）

□

事業開始後の見直し状況

  評価委員会で審議を受けることから客観性、透明性、継続性、実効性の確保が図られる。
終期の見直し

■

□ 縮　　減

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

  今後も研究所の研究課題および機関評価を行っていく。
　また、雪技術の研究に対する情報および技術提供を受けるため、雪センターに参加していく。

見　直　し　額

□

〕　　　＝　　　〔計 画 の 達 成 状 況  〕　／　整備目標

財源内訳

国　　　　　庫

指標

予　算　額　（単位：千円）

区　　　　　　分 平成24年度予算額

Ⅱ

Ⅳ

当 初 予 算 額 の 推 移 684

0.0% 講習会、シンポジウムの開催数の推移 成果 雪センターの状況 3

Ⅱ

事業効果 指標 機関紙等の発行数 1 △ 16.7% 機関紙の発行数

活動

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

評価委員会の回数 2 0.0%

決 算 額 の 推 移

　雪対策・建設技術研究所の運営費に要する経費

結果分類

△ 8.6%

△ 3.4%

684 △ 1.8%

区　　　　　　分 ２４年度 平均伸び率

目標値、指標の積算根拠等

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

事　業
開　始
年　度

事業終了
予定年度

そ の 他

事務区分

自 治 事 務

補 助 金 経過年数

・管理運営費
　研究機関等評価ガイドラインに基づき実施される評価事業費
　構内電話設備保守委託料費
・負担金
　雪問題に総合的に取り組んでいる全国組織の（社）雪センターへの負担金

法定受託事務

[事業目的]

所　　属 土木

雪対策・建設技術研究所管理費

［事業内容］

実行予算

福井新々元気宣言における

 位 置 付 け その他

県　単

事      業      名 含まれる事業数
事 業
区 分

国　庫

平　成　２４　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

部（庁） 土木管理

－６－



別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) 技術管理 Ｇ

3 □ ■ S63 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ ― 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 25 年 □

 ２０年度  ２１年度  ２２年度  ２３年度

5,022 4,397 4,896 4,788

5,022 4,397 4,956 4,788

5,022 4,395 4,947 4,788

3 4 6 7

26 24 44 55

39 43 40 46

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

完　　了

そ の 他廃　　止

千　円

整理統合

評価に基

づく今後

の 対 応

□

□ □

継　　続 □ 休　　止 □

一　般　財　源 4,280

[事業の評価]

30

特　記　事　項

拡　　充

4,310

その他特定財源

□

事業開始後の見直し状況

  研究会の回数および実施工事の技術支援数は増加しており研究の普及のための広報が果たされ
ている。

終期の見直し

■

□ 縮　　減

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

　今後新たに取り組む研究課題については、より必要性の高い課題に絞り実施していく。

見　直　し　額

□

〕　　　＝　　　〔計 画 の 達 成 状 況  〕　／　整備目標

財源内訳

国　　　　　庫

指標

予　算　額　（単位：千円）

区　　　　　　分 平成24年度予算額

Ⅱ

Ⅰ

当 初 予 算 額 の 推 移 4,310

1.9% 土木事務所へ技術提供数（道路緑化、のり面緑化、舗装等）の推移 成果 実施工の技術支援数 41

Ⅰ

事業効果 指標 研究会の回数 34 15.6% 産官学共同研究会

活動

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

研究テーマ数 6 21.4%

決 算 額 の 推 移

　福井県特有の地域資源を活かすとともに、自然環境、資源環境および景観に配慮した独自の建設技術の開発研究を行う。

結果分類

△ 1.0%

△ 3.3%

4,310 △ 3.3%

区　　　　　　分 ２４年度 平均伸び率

目標値、指標の積算根拠等

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

事　業
開　始
年　度

事業終了
予定年度

そ の 他

事務区分

自 治 事 務

補 助 金 経過年数

自然環境・資源循環・景観に主眼を置き以下の研究を実施する。
・水産系廃棄物を活用した土壌安定材の研究・開発
・再生骨材混入率を高めた再生アスファルト混合物の研究・開発
・杭丸太による路体・路床改良の設計方法の研究・開発（特電）
・薄層舗装構造を可能にする高性能舗装材の研究・開発（特電）
・廃瓦等を利用した環境負荷低減コンクリートの研究・開発（特電）
・温暖化対策と林業活性化に貢献する間伐材を用いた地盤補強技術の開発(科研費）

法定受託事務

[事業目的]

所　　属 土木

建設技術研究費

［事業内容］

実行予算

福井新々元気宣言における

 位 置 付 け その他

県　単

事      業      名 含まれる事業数
事 業
区 分

国　庫

平　成　２４　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

部（庁） 土木管理

－７－



別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) 技術管理 Ｇ

5 □ ■ H元 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ ― 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 24 年 □

 ２０年度  ２１年度  ２２年度  ２３年度

8,129 5,422 4,158 3,664

11,432 5,747 38,408 3,664

11,432 5,715 37,520 3,482

8 7 5 3

8 6 5 4

8 7 8 11

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

完　　了

そ の 他廃　　止

千　円

整理統合

評価に基

づく今後

の 対 応

□

□ □

継　　続 □ 休　　止 □

一　般　財　源

[事業の評価]

17,850

特　記　事　項

拡　　充

17,850

その他特定財源

□

事業開始後の見直し状況

　活動については十分に行われており、また実施工事の技術支援数も増加していることから、研
究で得られた成果を現場に普及するよう技術支援を行っていく。
　また、道路パトロール車全車の情報が、瞬時にかつ確実に把握できるものと期待できるととも
に、屋根雪融雪装置を設置し社会実験を実施することで 普及に寄与するものと考えられる。

終期の見直し

■

□ 縮　　減

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］
 省資源、環境配慮、コスト縮減に重点を置きながら、安全で快適な道路施設を整備するためにも
継続して研究・開発を行っていく。
 また、道路パトロール車画像送信システムの利用および屋根雪融雪装置の社会実験についても有
益であるため、今後も継続していく。 見　直　し　額

□

10

〕　　　＝　　　〔計 画 の 達 成 状 況  〕　／　整備目標

財源内訳

国　　　　　庫

指標 社会実験実施軒数（屋根雪融雪）

予　算　額　（単位：千円）

区　　　　　　分 平成24年度予算額

Ⅰ

Ⅳ

屋根雪融雪装置設置集落数 1

7.5% 土木事務所への技術提供数（融雪等）の推移 成果 実施工の技術支援数 10

Ⅳ

事業効果 学会発表数 4 △ 15.4%活動
指標 ＧＰＳ付カメラ搭載車数 21

研究テーマ数 4 △ 11.9%

決 算 額 の 推 移

区　　　　　　分 ２４年度 平均伸び率

目標値、指標の積算根拠等
２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

当 初 予 算 額 の 推 移 17,850
結果分類

138.6%

79.7%

17,850 203.8%

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

事　業
開　始
年　度

事業終了
予定年度

そ の 他

事務区分

自 治 事 務

補 助 金 経過年数

［事業内容］

福井新々元気宣言における

 位 置 付 け その他

　雪を克服し、また雪を地域資源として活用した安全で快適な地域社会の基盤づくりのための技術研究等を行う。

県　単

克雪および利雪に関する以下の研究開発を実施する。
・浅い帯水層を融雪水などに利用する身近な循環システムの開発（環境省）
・画像処理による路面状態判定システムの開発
・凍結防止剤の散布量低減に関する研究
・自然エネルギーを利用した融雪における新たな熱交換方式の開発（特電）
冬期間における積雪の多い地域での除雪対策や道路交通の安全確保など雪による障害対策を強化する。
・道路パトロール車搭載カメラによる画像送信システムの構築
・山間部における安価な融雪による屋根雪対策モデル事業

法定受託事務

[事業目的]

事 業
区 分

国　庫

部（庁） 土木管理所　　属 土木

雪対策技術研究費

平　成　２４　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

事      業      名 含まれる事業数 実行予算

－８－



別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) 技術管理 Ｇ

2 □ ■ H7 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ ― 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ ■ 18 年 □

２０年度  ２１年度  ２２年度  ２３年度

560 560 560 493

560 560 560 493

416 463 434 337

4 4 4 4

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

完　　了

そ の 他廃　　止

千　円

整理統合

評価に基

づく今後

の 対 応

□

□ □

継　　続 □ 休　　止 □

一　般　財　源 428

[事業の評価]

各種研修に派遣し、土木関係職員の資質向上を図る。

特　記　事　項

拡　　充

428

その他特定財源

平成23年度から地盤工学会負担金を廃止

□

事業開始後の見直し状況

  経験の少ない技術職員に対する研修として、資質向上のために必要な内容が体系的に実施され
ている。

終期の見直し

■

□ 縮　　減

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

  引き続き各種研修への職員派遣等を実施し、土木関係職員の資質向上を図っていく。

見　直　し　額

□

〕　　　＝　　　〔計 画 の 達 成 状 況  〕　／　整備目標

財源内訳

国　　　　　庫

指標

予　算　額　（単位：千円）

区　　　　　　分 平成24年度予算額

当 初 予 算 額 の 推 移 428

*目標数値を設定することが困難なため、特記事項に記載の推移 成果

Ⅱ

事業効果 指標

活動

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

国土交通大学校派遣職員数 4 0.0%

決 算 額 の 推 移

　土木関係職員の資質向上のための研修および学会の負担金

結果分類

△ 5.8%

△ 6.3%

428 △ 6.3%

区　　　　　　分 ２４年度 平均伸び率

目標値、指標の積算根拠等

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

事　業
開　始
年　度

事業終了
予定年度

そ の 他

事務区分

自 治 事 務

補 助 金 経過年数

土木関係職員の技術力向上のための職員研修（市町村職員含む）および専門分野の高度技術を取得するための以下の項目を実施する。
・国土交通大学校が主催する各種研修への職員派遣
・土木学会の負担金

法定受託事務

[事業目的]

所　　属 土木

職員研修費（国土交通大学校研修経費、土木学会関西支部負担金）

［事業内容］

実行予算

福井新々元気宣言における

 位 置 付 け その他

県　単

事      業      名 含まれる事業数
事 業
区 分

国　庫

平　成　２４　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

部（庁） 土木管理課

－９－



別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) 技術管理 Ｇ

1 □ ■ H14 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ ― 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 11 年 □

２０年度  ２１年度  ２２年度  ２３年度

8,320 12,453 10,018 33,036

9,640 9,743 9,893 32,747

9,640 9,742 9,892 32,747

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

完　　了

そ の 他廃　　止

千　円

整理統合

評価に基

づく今後

の 対 応

□

□ □

継　　続 □ 休　　止 □

一　般　財　源 8,495

[事業の評価]

土木工事設計積算システムの運用を正確に実施する。

1,204

特　記　事　項

拡　　充

9,699

その他特定財源

平成23年度に森林土木工事設計積算システムと統合

□

事業開始後の見直し状況

  土木工事設計積算システムの維持管理を適正かつ迅速に行うことができ、十分効果的である。
終期の見直し

■

□ 縮　　減

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

  設計業務等に関し、引き続き適正で効率的なシステムの運用を図っていく。

見　直　し　額

□

〕　　　＝　　　〔計 画 の 達 成 状 況  〕　／　整備目標

財源内訳

国　　　　　庫

指標

予　算　額　（単位：千円）

区　　　　　　分 平成24年度予算額

当 初 予 算 額 の 推 移 10,132

*目標数値を設定することが困難なため、特記事項に記載の推移 成果

*目標数値を設定することが困難なため、特記事項に記載

事業効果 指標

活動

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

決 算 額 の 推 移

　土木工事設計積算システムの運用にかかる業務の一部を委託することで、各種技術基準制定・コスト縮減・建設副産物リサイクル・CALS/EC等の技術管理に関する業務を確実に遂行する。

結果分類

77.9%

47.6%

9,699 40.8%

区　　　　　　分 ２４年度 平均伸び率

目標値、指標の積算根拠等

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

事　業
開　始
年　度

事業終了
予定年度

そ の 他

事務区分

自 治 事 務

補 助 金 経過年数

・システム単価データ改訂支援（材料等単価のデータ作成・チェック）
・基準改訂に伴うシステムプログラム改訂支援（諸経費・施行歩掛等プログラムチェック）
・システム用災害査定単価データ作成支援
・統計処理（使用単価データ集計作業）
・システムメンテナンス（Q＆A、エラー対応、各種コードの登録）

法定受託事務

[事業目的]

所　　属 土木

土木総務諸費（土木工事設計積算システム運用管理業務委託)

［事業内容］

実行予算

福井新々元気宣言における

 位 置 付 け その他

県　単

事      業      名 含まれる事業数
事 業
区 分

国　庫

平　成　２４　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

部（庁） 土木管理
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別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) 建設業 Ｇ

1 □ ■ H13 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ ― 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 12 年 □

２０年度  ２１年度  ２２年度  ２３年度

307 307 307 306

307 307 307 306

307 261 264 259

4 4 4 4

1 1 1 2

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

拡　　充

千　円

整理統合 □

□ 完　　了

縮　　減

そ の 他

346

財源内訳 その他特定財源

廃　　止

休　　止所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

評価に基

づく今後

の 対 応
□

　入札および契約制度の透明性および公正な競争の促進のため、今後も入札監視委員会を活用し
ていく。

見　直　し　額

継　　続 □

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

□

□

□
　委員からの指摘をもとに、入札参加資格の設定理由等のあり方の改善に取り組んでいる。

国　　　　　庫

□

[事業の評価]

終期の見直し

■

一　般　財　源

〕　　　＝　　　〔

事業開始後の見直し状況

予　算　額　（単位：千円） 346

区　　　　　　分 平成24年度予算額

 〕　／　整備目標

特　記　事　項

Ⅰ

指標

計 画 の 達 成 状 況

の推移 成果 入札制度改善件数 1 12.5%

6.3%

事業効果 指標

目標値、指標の積算根拠等

I活動 委員会開催回数 5

２４年度

結果分類
当 初 予 算 額 の 推 移 346

△ 5.2%

3.2%

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移 346

区　　　　　　分

決 算 額 の 推 移

3.2%

平均伸び率

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

事 業
区 分

[事業目的]

経過年数

法定受託事務

事務区分

自 治 事 務

　福井県が発注する公共工事における入札参加資格の設定理由等について審議し、改善に向けた提言を入札や業者選考制度に反映させることによって、入札・契約の過程、内容の透明性を高める。

［事業内容］

　四半期に一回、福井県が発注する公共工事における入札参加資格の設定理由および経緯等について審議し、改善に向けた提言等を行う。

その他

事業終了
予定年度

国　庫

福井新々元気宣言における

 位 置 付 け

実行予算
事　業
開　始
年　度

そ の 他

県　単 補 助 金

事      業      名 建設業指導監督費（入札監視委員会） 含まれる事業数

土木 部（庁） 土木管理

平　成　２４　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

所　　属
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別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) 建設業 Ｇ

2 □ ■ S63 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ ― 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 25 年 □

 ２０年度  ２１年度  ２２年度  ２３年度

3,318 3,635 4,789 4,732

2,922 3,203 4,962 4,963

2,922 3,179 4,412 4,276

543 617 1,234 1,180

1,911 1,870 1,776 1,743

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

　建設業許可・経営事項審査事務は、建設業行政の根幹を成す事務であり、今後もこの事務を継
続する。

見　直　し　額 千　円

整理統合□
［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

□ 廃　　止

区　　　　　　分 平成24年度予算額 事業開始後の見直し状況

経営事項審査処理件数 △ 3.0%

特　記　事　項

 〕　／　整備目標

建設業許可処理件数 36.4%

予　算　額　（単位：千円） 4,891

国　　　　　庫

その他特定財源 104,107

Ⅰ

平　成　２４　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計

実行予算
事　業
開　始
年　度

事業終了
予定年度

そ の 他 法定受託事務

活動

部（庁） 土木管理

国　庫

土木所　　属

県　単 補 助 金 経過年数

14.8%

特別会計
企業会計

（単位：千円）

区　　　　　　分 ２４年度 平均伸び率

目標値、指標の積算根拠等

決 算 額 の 推 移

15.8%

10.9%

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移 4,891

建設業指導監督費（建設業許可・経営事項審査） 含まれる事業数

当 初 予 算 額 の 推 移 4,891

事 業
区 分

[予算額および指標の推移等]

　建設業許可・経営事項審査事務の適正な執行を図るための指導監督に要する経費

結果分類

事務区分

自 治 事 務

福井新々元気宣言における

 位 置 付 け その他

事      業      名

[事業目的]

［事業内容］

・建設業情報管理システム電算処理委託（建設業許可・経営事項審査）

〕　　　＝　　　〔

指標

指標

計 画 の 達 成 状 況

拡　　充

Ⅲ

の推移 成果 ※目標数値を設定することが困難なため、特記事項に記載

事業効果

完　　了

　データ処理の外部委託により、建設業許可事務・経営事項審査事務が円滑に遂行されている。

■ 継　　続 □ 休　　止 □

□□ 終期の見直し

□

縮　　減 □

そ の 他

所属の

方　針

一　般　財　源 △ 99,216

[事業の評価]

建設業情報管理システム電算処理の正確な運用を目的とする。

財源内訳

［活動指標、成果指標に対する評価］

評価に基

づく今後

の 対 応
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別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) 技術管理 Ｇ

1 □ ■ H13 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ ― 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 12 年 □

２０年度  ２１年度  ２２年度  ２３年度

199,777 98,589 113,274 116,251

183,329 91,609 105,438 115,576

183,329 91,370 105,437 115,576

2,286 2,608 2,324 1,946

701 778 711 629

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

完　　了

そ の 他廃　　止

千　円

整理統合

評価に基

づく今後

の 対 応

□

□ □

継　　続 □ 休　　止 □

一　般　財　源 89,104

[事業の評価]

28,609

特　記　事　項

拡　　充

117,713

その他特定財源

□

事業開始後の見直し状況

  事業執行の効率化、公共工事のコスト縮減、県民への情報提供などを図ることができ、十分効
果的である。

終期の見直し

□

■ 縮　　減

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

　設計図書等の電子閲覧を、今後順次拡大させることでより一層の入札の透明性向上、事業効率
化を図るとともに、円滑なシステム運用のために関係者への情報提供を行っていく。
　なお、維持管理業務を精査することで、平成25年度から見直すこととする。 見　直　し　額 △ 8,407

□

〕　　　＝　　　〔計 画 の 達 成 状 況  〕　／　整備目標

△ 3.1%

財源内訳

国　　　　　庫

指標 電子入札の実績件数（委託）

予　算　額　（単位：千円）

区　　　　　　分 平成24年度予算額

Ⅲ

Ⅲ

当 初 予 算 額 の 推 移 117,713

△ 4.4%の推移 成果 電子入札の実績件数（工事）

事業効果 指標

活動

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

決 算 額 の 推 移

　福井県における公共事業にITを導入することにより、公共事業の効率化や透明性の向上を図る。

結果分類

△ 8.4%

△ 8.0%

117,713 △ 5.9%

区　　　　　　分 ２４年度 平均伸び率

目標値、指標の積算根拠等

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

事　業
開　始
年　度

事業終了
予定年度

そ の 他

事務区分

自 治 事 務

補 助 金 経過年数

　公共工事の調査・計画・設計・工事・維持管理の各段階で発生する各種情報の電子化、関係者間での効率的な情報の交換・共有・連携の環境整備

法定受託事務

[事業目的]

所　　属 土木

建設業指導監督費（CALS/EC整備事業)

［事業内容］

実行予算

福井新々元気宣言における

 位 置 付 け その他

県　単

事      業      名 含まれる事業数
事 業
区 分

国　庫

平　成　２４　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

部（庁） 土木管理
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別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) 技術管理 Ｇ

1 □ ■ H19 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ ― 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 6 年 □

 ２０年度  ２１年度  ２２年度  ２３年度

557 557 557 557

404 232 557 557

339 230 427 393

12 10 19 17

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

完　　了

そ の 他廃　　止

千　円

整理統合

評価に基

づく今後

の 対 応

□

□ □

継　　続 □ 休　　止 □

一　般　財　源 557

[事業の評価]

成果指標・・・総合評価方式による入札を実施するに当たり審査を行う。

特　記　事　項

拡　　充

557

その他特定財源

□

事業開始後の見直し状況

　評価委員会で審議することにより、客観性、透明性の確保が図られている。
終期の見直し

■

□ 縮　　減

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

　総合評価落札方式を適正に運用するため、今後も委員会を活用していく。

見　直　し　額

□

〕　　　＝　　　〔計 画 の 達 成 状 況  〕　／　整備目標

財源内訳

国　　　　　庫

指標

予　算　額　（単位：千円）

区　　　　　　分 平成24年度予算額

当 初 予 算 額 の 推 移 557

＊目標数値を設定することが困難なため、特記事項に記載の推移 成果

Ⅰ

事業効果 指標

活動

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

評価委員会開催回数 20 20.1%

決 算 額 の 推 移

　総合評価落札方式による入札を実施するに当たり、関連する事項の審査を行う。

結果分類

15.2%

0.0%

557 24.4%

区　　　　　　分 ２４年度 平均伸び率

目標値、指標の積算根拠等

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

事　業
開　始
年　度

事業終了
予定年度

そ の 他

事務区分

自 治 事 務

補 助 金 経過年数

総合評価落札方式による入札の実施に当たっての審査事項
・落札者決定の評価基準に関すること
・落札者の決定に関すること

法定受託事務

[事業目的]

所　　属 土木

建設業指導監督費（総合評価技術委員会運営費）

［事業内容］

実行予算

福井新々元気宣言における

 位 置 付 け その他

県　単

事      業      名 含まれる事業数
事 業
区 分

国　庫

平　成　２４　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

部（庁） 土木管理
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別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) 技術管理 Ｇ

1 □ ■ H20 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ ー 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 5 年 □

２０年度  ２１年度  ２２年度  ２３年度

23,800 23,800 23,800 23,800

23,800 23,800 23,800 23,800

23,800 23,507 23,755 23,350

51 19 24 20

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

完　　了

そ の 他廃　　止

千　円

整理統合

評価に基

づく今後

の 対 応

□

□ □

継　　続 □ 休　　止 □

一　般　財　源 23,800

[事業の評価]

成果指標・・・公共工事の適正な事業実施を図る。

特　記　事　項

拡　　充

23,800

その他特定財源

□

事業開始後の見直し状況

　工事発注件数の集中時や災害発生時など業務繁忙となった場合に業務の負担軽減を図ることが
でき、十分効果的である。

終期の見直し

■

□ 縮　　減

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

　業務の負担軽減を図るため、今後も活用していく。

見　直　し　額

□

〕　　　＝　　　〔計 画 の 達 成 状 況  〕　／　整備目標

財源内訳

国　　　　　庫

指標

予　算　額　（単位：千円）

区　　　　　　分 平成24年度予算額

当 初 予 算 額 の 推 移 23,800

＊目標数値を設定することが困難なため、特記事項に記載の推移 成果

Ⅲ

事業効果 指標

活動

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

委託工事件数 30 △ 0.8%

決 算 額 の 推 移

土木部の公共工事である土木建設工事の現場監督業務の一部について（財）福井県建設技術公社に委託することにより、業務の簡素化を図る。

結果分類

△ 0.6%

0.0%

23,800 0.0%

区　　　　　　分 ２４年度 平均伸び率

目標値、指標の積算根拠等

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

事　業
開　始
年　度

事業終了
予定年度

そ の 他

事務区分

自 治 事 務

補 助 金 経過年数

・業務内容　各種土木建設に伴う立会、検測、材料確認、出来高確認等
・委託先　　（財）福井県建設技術公社

法定受託事務

[事業目的]

所　　属 土木

建設業指導監督費（土木建設工事現場監督業務委託）

［事業内容］

実行予算

福井新々元気宣言における

 位 置 付 け その他

県　単

事      業      名 含まれる事業数
事 業
区 分

国　庫

平　成　２４　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

部（庁） 土木管理
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実
行
予
算

補
助
金

そ
の
他

自
治
事
務

法
定
受
託
事
務

 国庫
その他
特定
財源

 一般 Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ
拡
充

継
続

整
理
統
合

縮
減

休
止

廃
止

終
期
の
見
直
し

完
了

そ
の
他

見直し額

公共用地先行取得事業 ○ H元 24 1 ○ 610,552 0 610,552 0 ○ ○ ○ 0

1 1 0 0 1 1 0 610,552 0 610,552 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0

活動指標1結果分類 活動指標2結果分類 成果指標1結果分類 成果指標2結果分類  評 価 に 基 づ く 今 後 の 対 応

事            業           名
福井新元気宣言

における位置付け

事業区分

事業
開始
年度

経過
年数

同一
カルテ
内に
含ま
れる
事業
数

事務区分

平成
２４年度
予算額

 財源内訳

平成２４年度事務事業評価結果(課・室)総括表
会計区分 用地先行特別会計

課・室名 土木管理課 （単位：千円）



別紙１

□
■ （ 用地先行取得事業 ）
□ （ ）

課(室) 管理用地 Ｇ

1 □ ■ H元 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 □ □ － 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 ■ □ 24 年 □

 ２０年度  ２１年度  ２２年度  ２３年度

1,548,208 395,000 444,000 1,641,294

1,547,226 395,000 1,957,630 1,341,294

1,547,226 395,000 1,957,630 1,341,292

1,547,226 395,000 1,957,630 1,341,292

15,755 0 117,345 0

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

　公用もしくは公共用に供する土地をあらかじめ取得するために必要であり、引き続き事業を実
施する。

見　直　し　額 千　円

□ 整理統合 □ 廃　　止 □ そ の 他

終期の見直し
　公用もしくは公共用に供する土地をあらかじめ取得するために必要であり、十分効果的であ
る。

■ 継　　続 □ 休　　止 □ 完　　了

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

[事業の評価]

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

評価に基

づく今後

の 対 応

□ 拡　　充 □ 縮　　減 □

国　　　　　庫

その他特定財源 610,552

一　般　財　源

〕　　　＝　　　〔

区　　　　　　分 平成24年度予算額 事業開始後の見直し状況 特　記　事　項

予　算　額　（単位：千円） 610,552 平成22年度に土地開発基金を活用して土地開発公社解散が保有していた中部
縦貫自動車道および国道８号福井バイパスの国直轄事業用地を取得（1,563,630
千円）

財源内訳

計 画 の 達 成 状 況  〕　／　整備目標

Ⅱ

指標

の推移 成果 取得面積(㎡) 0 0.0%

Ⅰ

事業効果 指標

58.8%

決 算 額 の 推 移 96.5%

活動 執行額 610,532 58.8%

区　　　　　　分 ２４年度 平均伸び率

目標値、指標の積算根拠等 結果分類
当 初 予 算 額 の 推 移 610,552 36.2%

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移 610,552

法定受託事務

[事業目的]

　公共事業の推進において重要なウエイトを占める事業用地の確保を効率的に行い、用地取得事業の円滑な運営を確保することおよび用地の取得に係る歳入歳出を一般会計と区別することにより、その
経理の適正化を図ることを目的とする。

［事業内容］

(１)実施が確定している事業の用地について先行取得するものを対象とする。
(２)公共用地先行取得等事業債を活用する事業を対象とする。

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

事　業
開　始
年　度

事業終了
予定年度

事務区分

自 治 事 務

福井新々元気宣言におけ
る

 位 置 付 け

県　単 補 助 金 経過年数

事      業      名 公共用地先行取得事業 含まれる事業数
事 業
区 分

国　庫 実行予算

その他 そ の 他

平　成　２４　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

所　　属 土木 部（庁） 土木管理
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